就労継続支援事業所（Ｂ型）３８（ミヤ）プラス利用料金表
≪サービス利用料金（1日あたり）≫（別途、負担軽減措置があります。）
　下記の料金表によって、サービス利用料金から、介護給付費等の給付額（全体額の9割）を除いた金額（全体額の1割＝利用者負担）と食費・教養娯楽費の合計金額を、お支払いいただきます。
	１．利用者サービス利用料
	平均
1.5万円
～2万円
	平均

2万円～
2.5万円
	平均
2.5万円
～3万円
	平均
3万円～
3.5万円
	平均
3.5万円
～4.5万円
	平均
4.5万円
以上

	　内訳
1 就労継続支援Ｂ型サービス費
	7,269円
	7,506円
	7,630円
	7,837円
	8,323円
	8,654円

	2 初回加算
　※初回30日に限ります
	310円

	3 福祉職員専門配置加算（Ⅰ）
	155円

	4 送迎加算(Ⅱ)
	103円

	5 目標工賃達成指導員配置加算１
	465円

	6 食事提供体制加算
	310円

	計
　　　※初回加算・送迎加算除く
	8,199円
	8,436円
	8,560円
	8,767円
	9,253円
	9,584円

	２．うち、保険給付費等から給付される金額
	7,379円
	7,592円
	7,704円
	7,890円
	8,327円
	8,625円

	３．サービス利用に係る自己負担額〔定率負担〕（１－２）
	820円
	844円
	　856円
	877円
	926円
	959円

	福祉介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
	１月につき所定単位に0.104を乗じる


≪その他の費用≫
	食費
	昼食：350円（希望者）

	教養娯楽費
	実費相当分


≪利用者負担の軽減について≫
1か月あたりのサービス利用にかかる「定率負担」は、所得（世帯の収入状況）に応じて下表のとおりの月額負担上限額が設定され（平成22年4月より低所得１、2の利用者負担が無料）、利用されたサービス量にかかわらず、それ以上の負担は必要ありません。
≪高額障害福祉サービス費について≫
	区　分
	世帯の収入状況
	1か月あたりの負担上限額

	生活保護
	生活保護受給世帯
	0円



	低所得１
	市町村民税非課税世帯で、サービスを利用するご本人の収入が80万円以下の方
	

	低所得２
	市町村民税非課税世帯
	

	一般１
	市町村民税課税世帯（20歳未満）
	9,300円

	一般２
	市町村民税課税世帯
	37,200円


障がい者と配偶者の世帯で、障害福祉サービスの負担額（介護保険も併せて利用している場合は、介護保険の負担額も含む。）の合算額が基準額を超える場合は、高額障害福祉サービス費が支給されます（償還払いの方法によります）。
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